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１. 18年  9月中間期の連結業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (注)以下記載金額はすべて百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 29,653 6.7 650 △49.7 644 △51.8

17年 9月中間期 27,787 △ 1.2 1,294 4.0 1,335 10.3

18年 3月期 56,576 3,075 3,099

  中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
18年 9月中間期 190 - 1.98 1.98

17年 9月中間期 △ 5,589 - △ 58.01 -
18年 3月期 △ 5,207 △ 54.24 -
(注)①持分法投資損益　　 　　　18年 9月中間期　 　-　　　百万円　　17年 9月中間期　　　-　　　百万円　　18年 3月期　　　-　　　百万円

     ②期中平均株式数（連結）　18年 9月中間期　96,321,578株　 　　17年 9月中間期　96,363,145株　  　　18年 3月期  96,350,051株　

     ③会計処理の方法の変更 　無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　　　純　資　産        自己資本比率 　１株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 68,055 38,725 55.0 388.82

17年 9月中間期 68,962 35,482 51.4 368.26

18年 3月期 68,000 37,908 55.7 393.34

(注)期末発行済株式数　18年 9月中間期   96,314,044株　　17年 9月中間期    96,350,109株　　18年 3月期   96,329,389株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年 9月中間期 △ 76 △ 2,148 158 6,712

17年 9月中間期 258 △ 94 △ 952 12,518

18年 3月期 2,880 △ 2,454 △ 5,131 8,797

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  22　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   - 　社  （除外）    4 　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 19年  3月期の連結業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 59,000 1,200 400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               4円  15銭

※ 上記の予想は、現時点で得られた情報に基づいて算定しております。従って実際の業績は業況の変化などに

　　より記載の予想とは大きく異なる場合があります。

　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料  6ページの「通期の見通し」をご参照下さい。
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１．企業集団の状況 

 
  当グループは、当社及び子会社２９社で構成され、コイル応用商品、固体商品、半導体の製造

販売を主な事業の内容としております。 

 

 

  当グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次の通りであります。 

 

  コイル応用商品部門 

   （主な商品） 

    コイル、インダクタ、各種モジュール等 

 

   ＜主な関係会社＞ 

    当社、東光電子製造廠有限公司、華成電子股份有限公司 

 

 

  固体商品部門 

   （主な商品） 

    積層チップインダクタ、圧電セラミックス、誘電体フィルタ等 

 

   ＜主な関係会社＞ 

    当社、汕頭華鉅科技有限公司、TOKO ELECTRONIC(SARAWAK)SDN.BHD. 

 

 

  半導体部門 

   （主な商品） 

    ダイオード、バイポーラ IC、CMOSIC 

 

   ＜主な関係会社＞ 

    当社、館山デバイス（株） 
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事業の系統図は次の通りであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結子会社（販売） 

光栄電子（株） 

TOKO AMERICA,INC. 

TOKO GERMANY GmbH 

TOKO (U.K.)LTD. 

SEOUL TOKO CO.,LTD. 

東光科技(上海外高橋保税区)有限公司 
TOKO SINGAPORE PTE.LTD. 

計７社 

得                    意                    先 

連結子会社（製造） 

館山デバイス（株） 

計１社 

連結子会社（製造） 

TOKO ELECTRONIC(SARAWAK)SDN.BHD. 

計１社 

連結子会社（製造） 

東光電子製造廠有限公司 
華成電子股份有限公司 

計２社 

非連結子会社 

河南デバイス（株） 
TOKOaELECTRONICS(THAILAND) CO.,LTD. 

韓国東光（株） 

TOKO ELECTRONIC MALAYSIA SDN.BHD. 

TOKO DESIGN APPLICATION CENTER(M) SDN.BHD. 

TOKO DO BRASIL IND.E COM.LTDA. 

北上科技(珠海)有限公司 

計 7 社 

連結子会社（製造） 

東光コイルテック（株） 

汕頭経済特区華建電子有限公司 
VIET SHIANG ELECTRONICS CO.,LTD.
珠海市東光電子有限公司 
VIET HOA ELECTRONICS CO.,LTD. 

昇龍東光科技(深圳)有限公司 

 

計６社 

連結子会社 

東光クイック（株） 
HUA SHIN ELECTRONIC PTE.LTD. 

HENG YU INTERNATIONAL CO.,LTD. 

偉金有限公司 

計４社 

（運輸・倉庫その他部門） 

連結子会社（製造） 

汕頭華鉅科技有限公司 

計１社 

当                                         社 

 コイル応用商品部門    固体商品部門    半導体部門 
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２．経営方針 

 

１．経営の基本方針 

 当グループは、独創的な技術と製品開発力により、多様化するニーズに最適な商

品を提供することを通じて社会に貢献することを経営の基本方針としております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 利益配分につきましては、当期の連結業績を勘案し企業体質の強化を図りつつ、

内部留保の充実に努め、安定的な配当を継続して行うことを基本方針としておりま

す。 

 

３．中長期的な経営戦略と課題 

 当グループは、主力のコイル商品で培った民生分野での顧客との強い信頼関係を

基にコイル商品や半導体・固体商品の３商品技術の融合で新商品を創出することに

より安定した成長を続け、健全な財務体質を維持していく所存です。「Ｐｏｗｅｒ

＆ＲＦ」への経営資源の集中と東光の志「ＡＣＴｓ」を経営ビジョンとしておりま

す。「ＡＣＴｓ」はアクション、カスタマー、テクノロジー、スピードを意味し、

顧客満足度を高める経営に注力してまいります。  

過去３年間、当社は再生プランを設定して積極的な改革を行ってきた結果、黒字

基調が定着し、成長路線への体制が整いました。２００６年４月より、０８年度財

務目標を売上高８００億円 営業利益率７％とする新中期経営計画の下で事業拡大

を図ってまいります。  

  
  

具体的な経営戦略と課題は下記の通りです。  

  
１）商品を「Ｐｏｗｅｒ＆ＲＦ」に集中  

経営資源を「Ｐｏｗｅｒ」つまり電源系の効率化に寄与する商品やディスプレ

イなどの駆動機能分野と「ＲＦ」つまり高周波信号系に重点配分し、各事業分

野でのコアテクノロジーを定め、市場においてアナログ技術を加味した差別化

できるオンリーワン商品の創出を図ってまいります。  

２）生産革新の推進による生産コスト削減  

生産方式の研究・開発・実践・各生産事業所の改善項目共有化により品質改善、

工期短縮、在庫低減をすると共に、当社流の無駄を排除した生産方式等による

コスト低減、納期遵守を図ってまいります。  

３）生産・販売・管理機能の効率化・コスト低減  

グローバルな生産体制、販売体制、商品物流ルートの再編を継続実施し、業容

拡大とコスト低減を図り、本社機能の集約と各事業所への機能移管を全体最適

のもとでおこなってまいります。  

４）お客様に密着した技術活動  

お客様と「技術の擦り合わせ」を推進し、デザインインができるように、お客

様に密着した海外技術拠点の拡大を図ってまいります。  

５）環境保全活動  

環境保全活動としては、環境負荷物質の使用制限、一般廃棄物の排出量削減等

について数値目標を設定し、継続した環境保全活動を実施してまいります。  
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３．経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

（１）当中間期の概況 

 当中間期の事業環境は、携帯電話やデジタルＡＶなどの主要機器の生産が好調で、

携帯電話の多機能化に伴う一台当たりの使用部品数増加もあり電子部品需要は堅

調に推移しました。当グループとしましては、販価下落の継続というマイナス要因

はありましたが、連結売上高は２９６億５千３百万円と前年同期比６.７％の増加

となりました。 

収支面におきましては、販売価格の下落、原材料費の高騰、生産地再編コストに

加え、事業拡大へ向けた生産・開発関連費用の増加等により、連結営業利益は６億

５千万円（前年同期は１２億９千４百万円）、連結経常利益は、６億４千４百万円

（前年同期は 1３億３千５百万円）、連結中間純利益は１億９千万円（前年同期は

５５億８千９百万円の損失）に留まりました。 

 

 部門別営業の概況は次の通りです。 

 コイル応用商品部門は、コイル、インダクタ、各種モジュール等であり、主とし

て音響映像機器及び情報通信機器市場に使用されています。液晶テレビやデジタル

スチルカメラ、携帯電話等の小型液晶ディスプレイのバックライト部、携帯電話･

情報機器などの電源回路への販売が拡大し、売上高は１８０億６千２百万円と前年

同期比では８.８％の増加となりました。 

 

 固体商品部門は、積層チップインダクタ、圧電セラミックス、誘電体フィルタ等

であり、主として通信機器、音響機器及び情報機器市場に使用されています。主力

の積層チップインダクタは販売価格の下落は厳しいものの携帯電話の多機能化な

どで数量が増加し、金額も前年比増収となりました。固体商品全体では、売上高は

３５億８千６百万円で前年同期比２.９％の増加となりました。 

 

 半導体部門は、ダイオード等のディスクリート、バイポーラＩＣ，ＣＭＯＳＩＣ

などで構成され、主に通信機器及び音響映像機器に使用されています。ファウンド

リビジネスは減少しましたが、携帯電話市場向けを中心に自社商品の売上を大きく

伸ばすことが出来ました。売上高は８０億４百万円で前年同期比３.９％の増加と

なりました。 
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（２）通期の見通し 

 下期につきましては、携帯電話や液晶ディスプレイ関連は引続き堅調な推移を見

込んでいますが、年明け以降は不透明で販売価格の下落も継続するものと予想して

います。 

  

この様な状況を踏まえ平成 18 年 5 月 11 日に公表しました通期業績予想を、以下の

通り修正致します。 

 連結  

売上高 ５９０ 億円 

営業利益 １３ 億円 

経常利益 １２ 億円 

当期純利益 ４ 億円 

 

前提となる対米ドル為替レートは１１０円としています。 

なお、通期個別業績予想につきましては、添付資料 24ページの「19年 3月期の業

績予想」をご参照下さい。 

 

２．財政状態 

 当中間期末の財政状態といたしましては、総資産６８０億５千５百万円（前期末

比５千５百万円増）、また負債の合計は、借入金の増加により２９３億３千万円（前

期末比５億８千７百万円増）、純資産の部は３８７億２千５百万円（前期末比５億

３千２百万円減）となりました。 

 

 また、キャッシュ・フローの状況については、次の通りです。 

 営業活動によるキャッシュ･フローは、その源泉となる税金等調整前中間純利益

は７億１百万円でしたが、たな卸資産や売上債権の増加等により△７千６百万円と

なりました。 

  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得△２４億２千４百万

円の一方で、投資有価証券売却による収入や子会社清算による残余代金回収等によ

り△２１億４千８百万円となりました。 

 

 財務活動によるキャッシュ･フローは、短期借入金の増加や長期借入金の返済等

により１億５千８百万円となりました。 

 これらに為替換算差額等を加えた結果、当中間期末現金及び現金同等物の残高は

６７億１千２百万円となりました。 
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３．事業等のリスク 

当グループの事業に関するリスクのうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

（１）経済状況の変化 

  当グループの事業活動は国内、欧米、及びアジア諸国に亘っており、平成１８

年中間期における連結売上高の海外売上高比率は７４.２％となっております。

そのため、各市場における景気の悪化や、それに伴う需要の低下は当グループの

業績と財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

（２）消費動向の変化 

  当グループは主にＡＶ、車載電装、無線通信、情報、産業分野向けの電子部品

を電気機器メーカーに納入しております。そのため、デジタル家電やＰＣ、携帯

電話等の消費動向に大きく左右される傾向にあり、これらの消費動向に変化を与

える事象の発生は当グループの業績と財務状況に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。 

（３）為替変動の影響 

  当グループの輸出入取引は主に米ドルにて行われております。そのため、事前

に予想される為替変動リスクについては為替予約によりヘッジをしております。

しかしながらこれは全ての為替リスクを回避するものではありません。また、当

グループの海外における売上、費用、資産等は現地通貨のため当社作成の連結財

務諸表は為替変動による影響を受けます。 

（４）新商品開発力 

  当グループが属する電子業界は、技術革新により市場環境が常に変化しており

ます。当グループでは、経営資源を「電源系」と「高周波信号系」の研究開発に

集中し、ＡＶ、車載電装、無線通信、情報、産業分野向けに競争力のある新商品

を継続して創出することを目指しております。しかし、顧客ニーズに対応した新

商品の開発が遅れたり、継続して創出できなかった場合には、今後の成長と収益

性に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（５）価格競争の激化による影響 

  電子業界における価格競争は激しく、市場における販売価格は下落の傾向にあ

ります。生産革新や販売・管理機能の効率化によるコストの低減に努めておりま

すが、競合製品の出現や景気の後退により需要が減少した場合には予想を超える

価格の下落が起き、業績と財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

（６）海外生産における潜在リスク 

  当グループの主力商品であるコイル応用商品、固体商品は中国及び東南アジア

諸国における生産比率が非常に高くなっております。そのため、生産地国におけ

る政治・法制度の変化や経済状況の悪化、または労働力不足やストライキの発生

などといった様々なリスクが内在しております。 

（７）天災・紛争等のリスク 

  大地震等の災害や紛争・内乱、または疫病の発生等により社会的混乱が発生し

た場合には生産・販売が滞り、当グループの業績・財務状況に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

なお、当該リスクは当中間期末現在において当グループが判断したものであり、

全てを網羅するものではありません。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

中間連結貸借対照表 
 

（単位：百万円） 
前中間期 

(平成 17.9.30現在) 

当中間期 

(平成 18.9.30現在) 
増 減 

前期 

(平成 18.3.31現在) 
科      目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比 
  ％  ％   ％ 

（ 資 産 の 部 ）        

 流 動 資 産 39,211 56.9 35,499 52.2 △3,711 35,524 52.2 

  現金及び預金 14,031  7,320  △6,711 9,359  

  受取手形及び売掛金 15,280  15,937  657 15,314  

  たな卸資産 7,379  9,229  1,850 8,016  

  繰延税金資産 1,376  1,503  126 1,707  

  その他 1,172  1,544  371 1,169  

  貸倒引当金 △28  △36  △7 △42  

 固 定 資 産 29,750 43.1 32,556 47.8 2,805 32,475 47.8 

  有形固定資産 20,752 30.1 21,812 32.1 1,059 21,174 31.2 

  建物及び構築物 16,941  17,278  337 17,157  

  機械装置及び運搬具 27,106  29,226  2,120 27,545  

  工具器具備品 8,739  8,795  56 8,783  

  土地 2,272  2,313  40 2,278  

  建設仮勘定 781  491  △289 425  

  減価償却累計額 △35,088  △36,294  △1,205 △35,016  

  無形固定資産 237 0.3 248 0.3 10 234 0.3 

  投資その他の資産 8,760 12.7 10,495 15.4 1,735 11,066 16.3 

  投資有価証券 4,440  5,419  979 6,203  

  長期貸付金 465  411  △53 419  

  繰延税金資産 3,035  3,846  811 3,555  

  その他 998  919  △78 981  

  貸倒引当金 △178  △101  77 △93  

資 産 合 計 68,962 100.0 68,055 100.0 △906 68,000 100.0 
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（単位：百万円） 
前中間期 

(平成 17.9.30現在) 

当中間期 

(平成 18.9.30現在) 
増 減 

前期 

(平成 18.3.31現在) 
科      目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比 
  ％  ％   ％ 

（ 負 債 の 部 ）        

 流 動 負 債 21,008 30.5 21,348 31.4 339 19,396 28.5 

  支払手形及び買掛金 6,751  7,469  718 7,203  

  短期借入金 10,101  8,548  △1,553 6,899  

  １年以内償還社債 ―  1,000  1,000 1,000  

  未払法人税等 191  211  △22 503  

  繰延税金負債 0  3  3 0  

  賞与引当金 889  927  37 915  

  その他 3,074  3,187  155 2,873  

 固 定 負 債 11,189 16.2 7,982 11.7 △3,207 9,346 13.8 

  社債 3,000  2,000  △1,000 2,000  

  長期借入金 2,218  457  △1,760 1,668  

  繰延税金負債 103  99  △4 38  

  退職給付引当金 5,635  5,263  △371 5,485  

  役員退職慰労引当金 142  158  15 150  

  その他 88  2  △85 3  

負 債 合 計 32,198 46.7 29,330 43.1 △2,867 28,743 42.3 

（少数株主持分）        

 少数株主持分 1,281 1.9 ― ― ― 1,348 2.0 

（ 資 本 の 部 ）        

 資 本 金 16,446 23.8 ― ― ― 16,446 24.2 

 資 本 剰 余 金 17,134 24.8 ― ― ― 17,134 25.2 

 利 益 剰 余 金 4,865 7.1 ― ― ― 5,245 7.7 

 その他有価証券評価差額金 1,202 1.7 ― ― ― 1,241 1.8 

 為替換算調整勘定 △3,753 △5.4 ― ― ― △1,737 △2.6 

 自己株式 △412 △0.6 ― ― ― △420 △0.6 

資 本 合 計 35,482 51.4 ― ― ― 37,908 55.7 

負債,少数株主持分      
及び資本合計 68,962 100.0 ― ― ― 68,000 100.0 

（ 純 資 産 の 部 ）        

株 主 資 本  ― ― 38,397 56.4 ― ― ― 

 資 本 金 ― ― 16,446 24.1 ― ― ― 

 資 本 剰 余 金 ― ― 17,134 25.2 ― ― ― 

 利 益 剰 余 金 ― ― 5,243 7.7 ― ― ― 

 自己株式 ― ― △426 △0.6 ― ― ― 

評価・換算差額等 ― ― △947 △1.4 ― ― ― 

 その他有価証券評価差額金 ― ― 851 1.2 ― ― ― 

 為替換算調整勘定 ― ― △1,799 △2.6 ― ― ― 

新株予約権 ― ― 4 0.0 ― ― ― 

少数株主持分 ― ― 1,271 1.9 ― ― ― 

純資産合計 ― ― 38,725 56.9 ― ― ― 

負債純資産合計 ― ― 68,055 100.0 ― ― ― 
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中間連結損益計算書 
 

（単位：百万円） 
前中間期 

自 平成 17.4. 1 
至 平成 17.9.30 

当中間期 
自 平成 18.4. 1 
至 平成 18.9.30 

増減 
前期 

自 平成 17.4. 1 
至 平成 18.3.31 科      目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 金  額 百分比 

  ％  ％   ％ 

Ⅰ 売上高 27,787 100.0 29,653 100.0 1,865 56,576 100.0 

Ⅱ 売上原価 20,333 73.2 22,793 76.9 2,460 41,338 73.1 

  売上総利益 7,453 26.8 6,859 23.1 △594 15,238 26.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,159 22.1 6,208 20.9 49 12,162 21.5 

  営業利益 1,294 4.7 650 2.2 △643 3,075 5.4 

Ⅳ 営業外収益 259 0.9 188 0.6 △71 611 1.1 

  受取利息 99  76  △22 199  

  受取配当金 35  40  5 37  

  為替差益 35  ─  △35 248  

  その他 88  70  △17 126  

Ⅴ 営業外費用 218 0.8 194 0.7 △23 588 1.0 

  支払利息 107  98  △9 214  

  支払補償金    16  19  3 191  

  社債発行費償却 35  ─  △35 35  

  為替差損     ─  28  28 ─  

  その他 58  47  △10 146  

  経常利益 1,335 4.8 644 2.2 △691 3,099 5.5 

Ⅵ 特別利益 88 0.3 238 0.8 150 1,082 1.9 

  固定資産売却益 88  2  △85 98  

  投資有価証券売却益 ─  235  235 937  

  厚生年金基金代行部分返上益 ─  ─  ─ 46  

Ⅶ 特別損失 6,097 21.9 180 0.6 △5,917 8,507 15.0 

  固定資産処分損 341  72  △269 516  

  ゴルフ会員権評価損 ─  35  35 ─  

  特別退職金 ─  69  69 106  

  関係会社株式評価損 9  ─  △9 9  

  関係会社整理損 5,645  ─  △5,645 7,759  

  固定資産減損損失 101  ─  △101 101  

  持分変動損   ─  2  2 13  

  税金等調整前中間純利益 
  又は税金等調整前 
  中間(当期)純損失(△) 

△4,674 △16.8 701 2.4 5,376 △4,325 △7.6 

  法人税、住民税及び事業税 177 0.6 248 0.8 70 544 1.0 

  過年度法人税、 
  住民税及び事業税 

△22 △0.1 △44 △0.2 △21 63 0.1 

  法人税等調整額 635 2.3 241 0.8 △394 0 0.0 

  少数株主利益 124 0.4 66 0.2 △58 272 0.5 

  中間純利益又は 
  中間(当期)純損失(△) 

△5,589 △20.1 190 0.6 5,780 △5,207 △9.2 
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中間連結剰余金計算書 
 

（単位：百万円） 
前中間期 

自 平成 17.4. 1 

至 平成 17.9.30 

前期 

自 平成 17.4. 1 

至 平成 18.3.31 科      目 

金  額 金  額 

（資本剰余金の部）   

 Ⅰ 資本剰余金期首残高 17,134 17,134 

 Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 17,134 17,134 

（利益剰余金の部）   

 Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,662 10,662 

 Ⅱ 利益剰余金増加高 1 1 

   連結子会社増加に伴う増加高 1 1 

 Ⅲ 利益剰余金減少高 5,798 5,418 

   配当金 192 192 

   中間(当期)純損失 5,589 5,207 

   従業員奨励福利金 16 17 

 Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 4,865 5,245 
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中間連結株主資本等変動計算書 
 
 
当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日) 

（単位：百万円） 
株主資本 

項目 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 16,446 17,134 5,245 △420 38,405 

中間連結会計期間中の 

変動額 
     

 剰余金の配当   △192  △192 

 中間純利益   190  190 

 自己株式の取得    △5 △5 

 株主資本以外の項目の 

 中間連結会計期間中の 

 変動額（純額） 

     

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
― ― △1 △5 △7 

平成 18 年 9月 30 日残高 16,446 17,134 5,243 △426 38,397 

 
 

評価・換算差額等 

項目 その他有価証券

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

新株 

予約権 

少数株主 

持分 
純資産合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 1,241 △1,737 ― 1,348 39,257 

中間連結会計期間中の 

変動額 
     

 剰余金の配当     △192 

 中間純利益     190 

 自己株式の取得     △5 

 株主資本以外の項目の 

 中間連結会計期間中の 

 変動額（純額） 

△389 △61 4 △77 △524 

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
△389 △61 4 △77 △532 

平成 18 年 9月 30 日残高 851 △1,799 4 1,271 38,725 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前中間期 
自 平成17.4. 1 
至 平成 17.9.30 

当中間期 
自 平成 18.4. 1 
至 平成 18.9.30 

前期 
自 平成 17.4. 1 
至 平成 18.3.31 科      目 

金  額 金  額 金  額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 税金等調整前中間純利益又は 
   税金等調整前中間(当期)純損失(△) 

△4,674 701 △4,325 

 ２ 減価償却費 1,660 1,761 3,538 

 ３ 退職給付引当金の増減額（△は減少） △1 △224 △162 

 ４ 役員退職慰労引当金の増減額 48 7 56 

 ５ 貸倒引当金の増減額（△は減少） 70 2 △4 

 ６ 受取利息及び受取配当金 △135 △117 △237 

 ７ 支払利息 107 98 214 

 ８ 為替差損益（△は差益） 74 0 △12 

 ９ 持分変動損 ― 2 13 

  10 株式報酬費用 ― 4 ― 
  11 固定資産減損損失 101 ― 101 

 12 有形固定資産売却益 △88 △2 △98 

 13 有形固定資産処分損 341 72 516 

 14 投資有価証券売却損益（△は売却益） ― △235 △937 

 15 ゴルフ会員権評価損 ― 35 ─ 

 16 関係会社整理損 5,645 ― 7,759 

 17 関係会社株式評価損 9 ― 9 

 18 売上債権の増減額（△は増加） △1,733 △580 △1,497 

 19 たな卸資産の増減額（△は増加） △463 △1,203 △1,118 

 20 仕入債務の増減額（△は減少） 247 273 528 

 21 その他 △445 △187 △581 

小     計 765 409 3,761 

 22 利息及び配当金の受取額 93 108 239 

 23 利息の支払額 △105 △98 △214 

 24 法人税等の支払額及び還付金 △493 △496 △906 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 258 △76 2,880 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 定期預金の預入による支出 △657 △42 △942 

 ２ 定期預金の払戻による収入 2,176 1 2,622 

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △1,709 △2,424 △4,372 

 ４ 有形固定資産の売却による収入 184 6 319 

 ５ 子会社株式の取得 ― △34 △154 

 ６  子会社清算による残余代金回収 ― 193 ― 

 ７ 投資有価証券の取得による支出 △199 △99 △1,398 

 ８ 投資有価証券の売却による収入 ― 271 1,425 

 ９ 貸付けによる支出 △13 △14 △42 

 10 貸付金の回収による収入 124 22 168 

 11 その他 ― △28 △80 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △94 △2,148 △2,454 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 短期借入金純増加額 150 2,893 △2,306 

 ２ 長期借入による収入 ― 80 ─ 

 ３ 長期借入金の返済による支出 △2,805 △2,529 △4,518 

 ４ 社債発行による収入 2,000 ― 2,000 

 ５ 配当金の支払額 △195 △192 △195 

 ６ 少数株主への配当金支払額 △95 △86 △95 

 ７ 自己株式の取得による支出 △7 △5 △15 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △952 158 △5,131 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 416 △19 791 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △372 △2,085 △3,914 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 13,235 8,797 13,235 

Ⅶ．子会社新規連結による現金及び現金同等物増加高 7 ― 7 

Ⅷ. 連結子会社除外による現金及び現金同等物減少高 △351 ― △530 

Ⅸ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 12,518 6,712 8,797 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 
 
 

１．連結の範囲に関する事項 

 

（１）子会社のうち連結子会社は２２社であり、社名は以下の通りであります。 

国 内 子 会 社 
 東光コイルテック（株） 
 光 栄 電 子 （株） 
 東 光 クイック（株） 
 館 山 デバイス（株） 
 計     ４社 
在 外 子 会 社 
 東光電子製造廠有限公司 

 TOKO AMERICA, INC. 

 華成電子股份有限公司 

 TOKO GERMANY GmbH 

 TOKO （U.K.）LTD. 

 HUA SHIN ELECTRONIC PTE. LTD. 

 汕頭経済特区華建電子有限公司 

 TOKO ELECTRONIC (SARAWAK) SDN. BHD. 

 VIET SHIANG ELECTRONICS CO.,LTD. 

 SEOUL TOKO CO.,LTD. 

 東光科技（上海外高橋保税区）有限公司 

 汕頭華鉅科技有限公司 

 珠海市東光電子有限公司 

 HENG YU INTERNATIONAL CO.,LTD. 

 VIET HOA ELECTRONICS CO.,LTD. 

 偉金有限公司 

 TOKO SINGAPORE PTE. LTD. 

 昇龍東光科技（深圳）有限公司 

 計     １８社 

 合計    ２２社 
 

 

（２）非連結子会社は７社であり、河南デバイス（株）他６社の総資産・売上高・中間純損益及び利益剰余金

等のうち持分に見合う額はいずれも小規模であって、全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないので連結の範囲から除外しております。 

   また、韓国東光（株）他２社につきましては、前連結会計年度において解散の決議を行っているため、

連結の範囲から除外しております。 
 

 

２．持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社（７社）については、それぞれの中間連結純損益及び利益剰余金等からみて持分法の対象か

ら除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼさないため持分法を適用せず、原価法により評価しております。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

  連結子会社のうち、華成電子股份有限公司、他１１社の中間決算日は、６月３０日であります。 

 中間連結財務諸表作成にあたっては、各社の中間財務諸表を基礎としておりますが、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

      原価法 

   ｂ その他有価証券 

      時価のあるもの：中間連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

             （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

      時価のないもの：移動平均法による原価法 

 

  ②デリバティブ取引 

    為替予約（ヘッジ目的）：時価法 

 

  ③たな卸資産 

   ａ 製 品   主として原価法（総平均法） 

   ｂ 仕掛品   主として原価法（総平均法） 

   ｃ 原材料   主として原価法（移動平均法） 

           但し、在外連結子会社は主として原価法（総平均法）による。  

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

    中間連結財務諸表提出会社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法に

よっております。また、国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は主として定額法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

     建物及び構築物     １０～５０年 

     機械装置及び車両運搬具  ５～１０年 

        工具器具備品       ２～ ８年 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

   ａ 一般債権              貸倒実績率法 

   ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権等   財務内容評価法 

 

  ②賞与引当金 

    中間連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は従業員賞与の支払に備えるため支給見込額基準に

基づき計上しております。 

 

  ③退職給付引当金 

    中間連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。 

    過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）

による按分額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１０年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

 

  ④役員退職慰労引当金 

    中間連結財務諸表提出会社及び一部国内連結子会社の役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく中間期末要支給額相当額を計上しております。 
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（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含めております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法     金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例 

                処理を採用しております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段：金利スワップ 

                ヘッジ対象：借入金 

  ③ヘッジ方針        金利スワップ取引は、現存する変動金利債務に対し、金利上昇時における 

                調達コストの増加をヘッジする目的で導入しております。なお、投機目的 

                によるデリバティブ取引は行わない方針であります。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法  デリバティブ取引が金利スワップの特例処理の適用要件を充足している 

                ことを確認しております。 

 

（７）その他中間連結財務諸表等作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 
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会計処理の変更 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第 5号 平成 17 年 12 月 9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 8号 平成 17 年 12 月 9日）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 37,449 百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

 

（ストック･オプション等に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第 8号 

平成 17 年 12 月 27 日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第 11 号 平成 18 年 5月 31 日）を適用しております。 

 これにより営業利益・経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ 4百万円減少してお

ります。 
 
 

 
 
 

注記事項 
 
 
（中間連結貸借対照表関係） 

１．受取手形割引高 前中間期  当中間期  前  期  

  35 百万円 96 百万円 79 百万円 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

 

 １．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） 97,540 ― ― 97,540 

 

 ２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） 1,211 15 ― 1,226 

  （注）普通株式の自己株式の株数の増加15千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

 ３．新株予約権等に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 

区分 新株予約権の内訳 
目的となる      

株式の種類 前連結会計

年度末 
増加 減少 

当中間連結

会計期間末 

当中間連結 

会計期間末 

残高 

（百万円） 

提出会社 
ストック･オプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ― 4 

合計 ― ― ― ― 4 

 

 ４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成 18年 6月 29日 

定時株主総会 
普通株式 192 2 平成 18年 3月 31日 平成 18年 6月 30日 

 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる 

    もの。 

     

     該当事項はありません。 

 
 
 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関

係 
 

 前中間期  当中間期  前  期  

現金及び預金勘定 14,031 百万円 7,320 百万円 9,359 百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △1,513  △608  △561  

現金及び現金同等物 12,518  6,712  8,797  
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セグメント情報 
 
 

１．事業の種類別セグメント情報 
 
  当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成1８年９月３０日） 

 
   当社及び連結子会社は、電子部品の製造並びに販売を主たる事業としております。当中間連

結会計期間については、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金

額の合計額に占める「電子部品の製造並びに販売」の割合がいずれも９０％を超えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
  前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
   当中間連結会計期間と同様、情報の記載を省略しております。 
  前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
   当中間連結会計期間と同様、情報の記載を省略しております。 
 
２．所在地別セグメント情報 
 
 当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）     （単位：百万円） 
 日本 ｱｼﾞｱ 南北ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

13,642 

 

10,859 

14,213 

 

8,608 

1,332 

 

293 

464 

 

83 

29,653 

 

19,844 

― 

 

(19,844) 

29,653 

 

― 

計 24,502 22,822 1,625 547 49,498 (19,844) 29,653 

営 業 費 用 24,652 22,039 1,609 540 48,841 (19,839) 29,002 

営業利益又は営業損失（△） △150 782 16 7 656 (5) 650 

 
 前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）     （単位：百万円） 
 日本 ｱｼﾞｱ 南北ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

13,696 

 

8,644 

 

12,161 

 

7,511 

1,497 

 

240 

432 

 

103 

27,787 

 

16,499 

 

― 

 

(16,499) 

 

27,787 

 

― 

計 22,340 19,672 1,737 535 44,286 (16,499) 27,787 

営 業 費 用 22,123 18,657 1,724 490 42,995 (16,502) 26,493 

営 業 利 益 217 1,015 13 45 1,290 3 1,294 

 
 前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）       （単位：百万円） 
 日本 ｱｼﾞｱ 南北ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益 

売 上 高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

 

27,202 

 

18,575 

 

 

25,383 

 

12,362 

 

 

3,094 

 

492 

896 

 

181 

56,576 

 

31,611 

 

 

─ 

 

(31,611) 

56,576 

 

─ 

計 45,778 37,745 3,586 1,077 88,188 (31,611) 56,576 

営 業 費 用 44,818 35,771 3,515 1,013 85,118 (31,618) 53,500 

営 業 利 益 959 1,973 71 64 3,069 6 3,075 

Ⅱ．資  産 40,761 25,565 2,174 449 68,950 (950) 68,000 

 （注） １．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 
     ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
       （１）ｱｼﾞｱ  … 香港、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱ、韓国、台湾、中国、ﾍﾞﾄﾅﾑ 
       （２）南北ｱﾒﾘｶ… ｱﾒﾘｶ、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 
       （３）ﾖｰﾛｯﾊﾟ … ｲｷﾞﾘｽ、ﾄﾞｲﾂ 
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３．海外売上高 
 
  海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合は、次の通りであります。 
 
 当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）     （単位：百万円） 
 ｱｼﾞｱ 南北ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 

（１）海外売上高 15,662 3,807 2,520 21,989 

（２）連結売上高    29,653 

（３）連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 52.8 12.9 8.5 74.2 

 
 前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）         （単位：百万円） 
 ｱｼﾞｱ 南北ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 

（１）海外売上高 12,472 4,047 2,301 18,822 

（２）連結売上高    27,787 

（３）連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 44.9 14.5 8.3 67.7 

 
 前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８月３月３１日）       （単位：百万円） 
 ｱｼﾞｱ 南北ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 

（１）海外売上高 26,135 8,085 4,555 38,777 

（２）連結売上高    56,576 

（３）連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 46.2 14.3 8.0 68.5 

 （注） １．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 
     ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
       （１）ｱｼﾞｱ  … 香港、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱ、韓国、台湾、中国、ﾍﾞﾄﾅﾑ 
       （２）南北ｱﾒﾘｶ… ｱﾒﾘｶ、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 
       （３）ﾖｰﾛｯﾊﾟ … ｲｷﾞﾘｽ、ﾄﾞｲﾂ 
     ３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高である。 
 
 
 
 
 

リース取引関係 
 
 
 半期報告書について、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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有価証券関係 
 

 
当中間連結会計期間（平成１８年９月３０日現在） 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
   該当ありません。 
 
２．その他有価証券で時価のあるもの                   （単位：百万円） 

区分 取得原価 中間連結貸借対照表 
計上額 差額 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの 
  株  式 1,206 2,753 1,546 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの 
  株  式 699 582 △117 

合   計 1,906 3,336 1,429 

 
３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 中間連結貸借対照表計上額  

満期保有目的の債券 2 百万円 

その他有価証券   

  非上場株式 919 〃 
 
 
 
前中間連結会計期間（平成１７年９月３０日現在） 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
   該当ありません。 
 
２．その他有価証券で時価のあるもの                   （単位：百万円） 

区分 取得原価 中間連結貸借対照表 
計上額 差額 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの 
  株  式 629 2,661 2,032 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの 
  株  式 199 186 △13 

合   計 828 2,848 2,019 
 
３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 中間連結貸借対照表計上額  

満期保有目的の債券 2 百万円 

その他有価証券   

  非上場株式 1,219 〃 
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前連結会計年度（平成１８年３月３１日現在） 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
   該当ありません。 
 
２．その他有価証券で時価のあるもの                    （単位：百万円） 

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

  株  式 1,742 3,828 2,085 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

  株  式 99 97 △2 

合   計 1,842 3,926 2,083 

 
３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
 

 連結貸借対照表計上額  
満期保有目的の債券 2 百万円 
その他有価証券   
  非上場株式 919 〃 

 
 
 
 
 
 
 

デリバティブ取引関係 
 
 
 半期報告書について、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 
 
 
 
 
 

ストック・オプション等関係 
 
 
 半期報告書について、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 

（単位：百万円） 
事業部門 生産高 前年同期比（％） 

コイル応用商品部門 19,399 14.5 

固体商品部門 3,760 7.5 

半導体部門 8,103 2.1 

合計 31,263 10.1 

  （注）１．金額は、販売価格によっております。 
     ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
（２）受注実績 

（単位：百万円） 

事業部門 受注高 前期比（％） 受注残高 
前年同期比

（％） 

コイル応用商品部門 17,318 2.0 4,688 11.8 

固体商品部門 3,432 △5.9 816 △12.6 

半導体部門 8,156 6.3 1,254 △9.6 

合計 28,907 2.1 6,758 3.8 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
（３）販売実績 

（単位：百万円） 
事業部門 売上高 前年同期比（％） 

コイル応用商品部門 18,062 8.8 

固体商品部門 3,586 2.9 

半導体部門 8,004 3.9 

合計 29,653 6.7 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 


